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研究成果の概要（和文）：本研究では、①1960年代以降世界各国において教育の「環境化」過程が生じてきたが、日本
の公害教育運動は他国の社会批判的な環境教育運動と比較して、教育の目的・内容及び担い手の面でユニークであるこ
と、②チェルノブイリ原発事故後ベラルーシ共和国では放射線生態学教育が組織的に取り組まれ、日本でも福島原発事
故後放射線教育が活発だが、公害教育運動の経験をふまえたアプローチも求められること、③ベラルーシ共和国におい
て見られるリハビリ健康増進施設が日本においても有効であり、そのために公害教育研究の対象の拡大が求められるこ
と、④公害教育論の社会批判的アプローチの批判的再構築が求められること、が明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：In this study we clarified the following four points 
;①Though　‘environmentalization’ of education has generated all over the world after the 1960s, 
‘Kogai kyoiku’ (anti-pollution education) movement in Japan has been quite unique in its purpose, 
contents and participants compared with socially critical environmental education movements in other 
countries. ②Though radioecological education has been organized systematically after the Chernobyl NPP 
Accident in the Republic of Belarus and radiological education has been also promoted after Fukushima 
Dai-ichi NPP Accident in Japan, it is indispensable for both countries to develop a new approach based on 
the experiences of Kogai kyoiku movements. ③Centers for rehabilitation and health promotion which are 
very popular in Belarus must be very useful in Japan. It would be necessary for us to expand the field of 
Kogai kyoiku studies. ④We should proceed to reconstruct critically the critical approach of the theory 
of Kogai kyouiku.

研究分野：環境教育学

キーワード： 公害教育　環境教育学　社会批判的環境教育　公害　水俣病　先住民　福島原発　チェルノブイリ

  １版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
   「環境教育」（environmental education）
は、世界的な規模で環境問題への関心が高ま
った 1960 年代から世界各国で取り組みが本
格化してきた比較的歴史の浅い教育実践・事
業である。「環境教育研究」（environmental 
education research）ないし「環境教育学」
は、環境教育実践やそれを推進するための環
境教育運動の生成とともに発生し、徐々に学
問的アイデンティティを高めてきている、こ
れまた比較的新しい研究分野である。各国で
は、この 40 年あまりの間に環境教育研究を
組織化するための学会が設立され、また国際
的な研究ネットワークもつくられてきた。日
本においても 1990 年に日本環境教育学会が
設立され今日に至っている。だが、同学会の
設立 20 周年にあたってなされた研究総括に
ついて原子栄一郎が「道具的メンタリティ」
にもとづくものとして批判し、「反省的メン
タリティ」にもとづく「環境教育の学問の場」
の開拓を求めたように（原子［2010］）、日本
の環境教育研究は未だ十分な根拠をもって
学問的自律性を提示できるほどまでには成
熟し得ていない。研究統括者はもとより、本
研究プロジェクトの研究分担者・協力者の多
くがコミットする環境教育研究について、比
較教育学や教育政策学、地域教育論、教育実
践学、及び水俣学等の周辺領域研究者との対
話をも経て、その学問的自律性を提示しうる
だけの共同研究を積み上げること、これが本
研究の基底にある、素朴かつ根源的な問題意
識である。 
   本研究において中心的な対象とするのは、
日本において 1960 年代以降展開されてきた
公害教育運動（私たちはそれを「1960 年代
以降、公害問題ならびに人間の生命・健康に
被害を及ぼす可能性のある環境／開発問題
に直面した人々が、一定の人々の認識や行動
の変革をめざして、それらの問題を可視化し、
伝えようとして取り組んできた一連の実践
の総称」と定義した。安藤他「公害教育運動
の基礎的研究Ⅰ」、日本環境教育学会第 22回
大会（青森）、2011年）である。この運動に
1960 年代半ば以降注目し日本における環境
教育研究の開拓者の一人となった藤岡貞彦
が「日本の環境教育は、環境破壊に抵抗する
教育、すなわち公害教育として成立した」
（Fujioka［1976］）と述べたように、日本の
環境教育の生成過程においてはこの運動は
きわめて大きな位置を占めた。この運動につ
いては、藤岡や福島達夫（福島［1993］）に
よる研究を嚆矢とし、近年では高橋正弘（高
橋・阿部［2001］）、関上哲（関上［2005］）、
曽貧（曽［2006］）、古里貴士（古里［2006］）、
土井妙子（土井［2008］）らによって個別研
究が積み上げられてきた。研究統括者は、『教
育関係者は水俣病問題とどう向き合った
か；環境教育史研究のための基礎的資料収
集』（萌芽研究、2007-2008 年）において熊
本県水俣市及び鹿児島県出水市における公

害教育運動の展開過程の概要を把握するた
めの資料収集を行い、その成果の一部を「環
境問題の＜気づき＞から＜伝える＞へ；語ら
ん海・出水水俣病史断章」（安藤［2010］）に
まとめた。さらに、その研究を発展させ、研
究統括者を研究代表者とする『公害教育運動
の基礎的研究；環境教育史研究の構築』（基
盤研究（C）／2009-12 年）を実施し、公害
教育運動の地域的展開（沼津・三島、水俣、
四日市、西淀川、六ヶ所村、他）と指導者た
ちの軌跡（宇井純）あとづけるとともに、こ
の運動の特性を比較研究によって明らかに
すべくカナダにおける先住民環境教育の動
向とイギリスにおける社会批判的環境教育
の動向を調査し、さらにこの運動に大きな影
響を与えた藤岡貞彦の環境教育論の構造と
生成過程の研究を行ってきた。本研究は、基
本的にはこれまでの研究をベースにその拡
充をはかるとともに、その発展的研究として
チェルノブイリ原発事故（1986 年）と福島
原発事故（2011年）という巨大な環境破壊に
かかわる教育諸問題の基礎的研究を実施す
ることによって、公害教育運動研究の総括を
めざすものである。 
 
２．研究の目的 
本研究は、⑴日本における公害教育運動の
成立・展開過程を跡づけ、⑵英語圏諸国にお
ける社会批判的な環境教育論との比較にお
いてその特徴を明らかにし、⑶チェルノブイ
リ原発事故と福島原発事故が教育にもたら
した影響をふまえつつその今後の発展形態
について吟味する、ことによって環境教育研
究としての公害教育運動研究の総括を行う
ことを目的とする。 

 
３．研究の方法 

⑴については水俣市及び不知火海沿岸地
域と下北半島を、⑵についてはイギリスとカ
ナダを、⑶についてはベラルーシ共和国と福
島県とを主なフィールドとし、基本的には訪
問調査を中心として資料収集を行った。とく
に福島県については３回、ベラルーシについ
ては２回の共同調査を行った。その結果を４
年間で７回実施した全体研究会で報告し、議
論を深めた。全体研究会では、研究分担者・
協力者による報告ばかりでなく、積極的に外
部からの問題提起をも求めた。また、環境経
済学者の宮本憲一氏と環境教育学者の藤岡
貞彦氏の公開対談を開催し、公害教育運動の
過去・現在・未来についての理解を深めた。
また、共同研究の終了にあたり、2016 年 3月
20 日から 21日にかけて、「ポスト・フクシマ
の世界と公害教育」と題するセミナーを開催
し、第１日に⑴と⑵についての総括を、第２
日に⑶についての総括を行った。 
 
４．研究成果 

⑴については、安藤が「公害教育から環境
教育へ」という日本の環境教育界で定説とな



っていた見方への捉え直しを求め（図書①）、
公害教育運動を日本における教育の「環境
化」（environmentalization）過程の固有性を
理解するフィールドとして再定義を行った
（論文②）。また、安藤が編集総括を行って
日本環境教育学会初の公害教育研究特集で
ある『環境教育』59 号の編集を行い、本研究
会研究協力者を含む多くのベテラン・若手か
らの新たな公害教育研究論稿を集めること
ができた。 

⑵については、原子栄一郎が水俣病者・緒
方正人の思想を手がかりに、公害教育論並び
に社会批判的環境教育論を批判する視点を
提示している（論文⑦）。 
なお、⑴及び⑵については、3/20 の報告
をもとに、『環境教育学研究』26 号（東京学
芸大学環境教育研究センター、2017 年 3月刊
行予定）においてさらなる成果発表が行われ
る予定である。 

⑶については、ベラルーシ共和国への２度
の共同調査によって、放射線生態学教育
（radioecological education）をはじめとする
チェルノブイリ事故に対する教育領域への
取り組みの概要を明らかにすることができ
た。また、福島原発事故後の福島県の教育の
実態を踏まえつつ、公害教育の「創造的継承」
（関啓子）としての新たな公害教育の原理の
問題提起を行った。これらは、『ロシア・ユ
ーラシアの経済と社会』誌（ユーラシア研究
所刊行）で３度（No.982/983/1004）にわた
って組まれた「原発事故と教育；ベラルーシ
から福島へ」で論じられている。 
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